
様式４－４ 

事業概略書 

事 業 名 
「点字図書館等におけるアクセシブルな書籍等の提供体制及び製作状況に

関する調査研究」事業 

事 業 目 的 

「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律」（読書バリアフリー

法。令和元年６月施行）に基づき、アクセシブルな図書等の製作状況や、

サービス提供の状況、ボランティアの活動状況、ＩＣＴ機器の利用支援の

状況などを明らかにするため、点字図書館や公共図書館、学校図書館等を

対象にした総合的なアンケート調査やヒアリング調査を行い、報告書にま

とめることにより、今後の読書バリアフリーの推進に向けた論点の整理等

を行うことを目的としている。 

 

事 業 概 要 

１．検討委員会の設置 

アンケート調査項目の検討・確定と、調査結果の分析 

２．アンケート調査 

公共図書館、視覚特別支援学校（盲学校）図書館、点字図書館 

３．ヒアリング調査 

大学図書館、点字出版施設 

４．報告書の作成 

報告書のアクセシビリティを確保するため、点字・テキスト・ＰＤＦ

データを収めたＣＤも封入 

事業実施結果 

及び効果 

・アンケート調査は回答率も高く、特に公共図書館については障害者サー

ビスを実施している館の現状を明らかにする調査ができたことの意義は

大きい。 

・調査対象が多くない大学図書館や点字出版施設については、個別のヒア

リングで現状の一端と課題を明らかにすることができた。 

・報告書を全国の都道府県市町村立図書館に配布することで、公共図書館

における読書バリアフリーの実施について理解を深めていただき、関係

機関との連携を進める機会となることが期待される。 

事 業 主 体 

郵便番号：550-0002 

所 在 地：大阪市西区江戸堀１－１３－２ 

法 人 名：特定非営利活動法人全国視覚障害者情報提供施設協会 

電話番号/E-MAIL：06-6441-1068 / zensijokyo-jimu@naiiv.net 

 （注） 

１ 本様式の作成にあたっては、厚生労働省ホームページに掲載するため、一般に公開することを想定し、分

かりやすい表現に努めること。 

 ２ 本様式は、事業の概略をまとめるために作成するものであり、別途実施した事業についての成果物を必ず

提出すること。 

 ３ 「事業目的」､「事業概要」、「事業実施結果及び効果」について、それぞれ２５０字程度で簡潔に記入す

ること。 

  


